
１． 重要な会計方針

(1)　棚卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

(2)　固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産　定額法（リース資産を除く）

② 無形固定資産　定額法（リース資産を除く）

③ リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リースに係るリース資産

(3)　引当金の計上基準

・貸倒引当金

債権の貸倒に備えるため、回収可能性を評価して計上している。

・賞与引当金

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

・退職給付引当金

・役員退職慰労引当金

内規に基づく退職金見積額をもって計上している。

(4)　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

資金の範囲には、現金及び現金同等物を含めている。

(5)　消費税等の会計処理

消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

(6)  税効果会計の適用について

財務諸表に対する注記

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法を採用
している。

　職員の退職給付に備えるため、当期末における自己都合要支給額により算定された退職給付債務
及び年金資産に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上している。

　税引前の当期一般正味財産増減額と法人税等の金額を合理的に期間対応させ、より適正な当期正味
財産増減額を計上することを目的として税効果会計を適用している。
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２． 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位:円)

３． 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位:円)

４． 担保に供している資産

(1)  資　産　（帳簿価額）

(単位:円)

(2)  上記に対する借入金

(単位:円)

５． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券は、保有しておりません。

６． 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

(単位:円)

寄付金

遺贈5件

入居者等17件

特 定 資 産

福 祉 基 金 (50,000,000)

(589,465,949)

合 計

515,836,000

5,432,841,608

5,948,677,608

(うち指定正味財
産からの充当額)

(539,465,949)

(うち一般正味財
産からの充当額)

科　　　　目 当期末残高

(90,000,000)

基 本 財 産

定 期 預 金 629,465,949

10,177,646,476

前期末

－

－

当期末当期

小　　　計 629,465,949

19,986,288,495合 計

減少額

32,963,306

建 物

１年以内返済予定銀行借入金

6,927,972,881

合　　　計

土 地

残高

建 物 附 属 設 備

増加額残高

131,354,472 －

－

(90,000,000)

銀 行 借 入 金

の名称

当期
交付者

合　　　　　　　　　計 90,000,000 164,317,778164,317,778 90,000,000

50,000,000 －

2,880,669,138

679,465,949 (90,000,000)

50,000,000

当期末残高当期減少額

629,465,949 0

定 期 預 金 629,465,949

科　　　　　目 前期末残高 当期増加額

基 本 財 産

－ 629,465,949－

629,465,949小　　　計 0

聖隷福祉事業団他９件

32,963,306

131,354,472

の記載区分

貸借対照表上補助金等

90,000,000

－

小　　　計

50,000,000小　　　計 50,000,000

特 定 資 産

福 祉 基 金 50,000,000 －

0 0

合　　　計 679,465,949 0

(0) (50,000,000)

50,000,000

0 679,465,949

(539,465,949)

90,000,000

－

－－

指定正味財産

－
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７． キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

(単位:円)

現金預金勘定 現金預金勘定

(2)  重要な非資金取引は、以下のとおりである。

円ある。

８． 退職給付関係

(1)　採用している退職給付制度の概要

確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を併用している。

(2)  退職給付債務及びその内訳

(単位:円)

① 退職給付債務

② 年金資産

③ 退職給付引当金(①＋②)

(3)  退職給付費用に関する事項

(単位:円)

① 勤務費用

② 退職給付費用

(4)  退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

９． ファイナンス・リース取引関係

リース資産の主な内容

複合機、サーバー及び防犯用テレビカメラである。

１０． 資産除去債務関係

－
3,887,000

当年度計上したファイナンス・リース取引に係る

4,521,000

資産及び負債の額がそれぞれ－

152,766,743

152,766,743

1,268,757,188

△1,405,803,086

円ある。

貯蔵品に含まれる商品券等現金同等物3,198,570

現金及び現金同等物

△12,900,000,000預入期間が3ヶ月を超える定期△13,800,000,000

当期末

18,789,713,14518,798,133,642

前期末

当期末

現金及び現金同等物 5,001,332,212

3,290,630

前期末

貯蔵品に含まれる商品券等現金同等物

預入期間が3ヶ月を超える定期

現物により寄付を受けた固定資産が

(1)  現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のとおりである。

　退職給付債務の計算に当たっては、在籍者については期末自己都合要支給額を基礎として計算し、
年金受給者及び待期者については年金財政計算上の数理債務の額をもって計算している。

　当財団は、本部事務所等の不動産賃借契約に基づき、事務所等の退去時における原状回復に係る債務
を有しているが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来本部を移転する予定もない
ことから、資産除去債務を合理的に見積ることができない。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計
上していない。

△137,045,898

5,893,003,775
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１１． 税効果会計関係

(1)  繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

(単位:円)

賞与引当金繰入限度超過額

事業所税

貸倒引当金繰入超過額

一括減価償却の償却限度超過額

繰延消費税の超過額

役員退職慰労引当金繰入限度超過額

退職給付引当金繰入限度超過額

入居前受金

繰越欠損金

小　　　　　　　　　計

評価性引当額

繰延税金資産合計

(2)  法人税法上の非収益事業と収益事業の区分

(単位:円)

税引前当期一般正味財産増減額（Ａ）

法人税、住民税及び事業税（Ｂ）

法人税等調整額（Ｃ）

法定実効税率

（調整）

評価性引当額の増減

その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率

563,000

合　　　計

率項      目

1,019,540

1.9%

△38.4%

21,036,756

8,412,113

4,565,803

0

88,159,145

563,000

4,477,272,720

29,337,558

0

28,774,558

5.8%

-

34.5%

148,153,191

非収益事業

-

2,583,298,964

当期一般正味財産増減額（A）-（B）-（C）

項　　　　　　　目 収益事業

8,147,756

1,715,821,285

46,811,358

148,153,191 177,490,749

(3)  法人税法上の収益事業に係る法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原
因となった主な項目別の内訳

△4,477,272,720

176,927,749

0
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